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右と左は、どう違うのか？

警告／とまれ 誘導／進め



障がいサービスから介護サービスへの移行
の際に相談されるケース

65歳課題、障がい施設入居者の居住環境
64歳女性。知的障害。療育手帳A。障がい者グループホーム入所中。生活介護利用。もう
すぐ65歳だが、担当の『相談支援専門員』は介護保険についてはあまり詳しくなく、申請
方法もわからないどうしたらいいですか？

介護保険と障がい福祉サービスの生活支援として併給課題
75歳男性。脳梗塞後遺症により、右半身まひ。身体障がい者手帳１種2級。要介護5。独
居で身寄りがなく、介護保険サービスだけでは介護力が不足するため、障がい福祉サービ
スを申請することになった。どうやって申請するのですか？

中高年の生活支援として併給課題（就労支援、生活困窮者自立支援等）

49歳男性。脳梗塞により、左半身不全麻痺。身体障がい者手帳2種6級。要支援1。脳梗塞
後遺症により、痺れ等はあるが、動けないわけでなく、移動面などに若干支障が出ている
程度。脳梗塞を発症するまでは、工場勤務していたが、現在は退職して無職。しかし、ま
だ年齢的に若いので、また働きたいと思っている。どんな支援が存在し、どうすれば再就
職できるようになるのか？



今日の目標

障がい者総合支援法の対象者

障がい認定と障がい支援区分

障がい支援区分と障がい福祉サービス等

①障がい福祉サービスが難しい問題

②障がい福祉サービスと介護保険サービスの同等サービス問題

利用料（応益負担と応能負担）

①障がい福祉サービス（応能負担）→介護保険（応益負担）の課題

介護保険優先と併給のルール

相談支援専門員及び主任相談支援専門員
①利用者との関係の在り方の違い（契約は同じ）

②ケアプランの考え方は同じだけど、書式の進み方の違いによる問題



併用の考え方

通知「障害者自立支援法に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について」より

介護保険優先

介護保険優先の考え方の適応外

①介護保険に必要なサービスがない場合

②必要なサービスが介護保険だけでは不足する場合

③介護認定がサービス給付対象にならない場合
（非該当など）
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障がい認定と
障がい福祉サービス等

の対象者



対象となる障がい者等

１ 身体障がい者

２ 知的障がい者

３ 精神障がい者

４ 難病

５ 障がい児
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障害福祉等サービスについて



障がい福祉サービス等

１ 自立支援給付

１）介護給付

①居宅介護 ②重度訪問介護 ③同行援護 ④行動援護 ⑤生活介護

⑥ショートステイ ⑦施設入所

２）訓練等給付

①自立訓練 ②就労支援（支援・継続A/B・就労定着） ③グループホーム

３）自立支援医療

①精神通院医療 ②更生医療 ③療育医療

４）補装具

２ 地域生活支援事業（市町村単独事業）
①移動支援（ガイド） ②意思疎通支援 ③日常生活用具の給付 等



障がい福祉サービス等と介護保険サービス１

１ 自立支援給付

１）介護給付

①居宅介護

②重度訪問介護

③同行援護

④行動援護

⑤生活介護

⑥ショートステイ

⑦施設入所

１ 介護保険サービス

１）介護給付

①訪問介護

⑤通所介護

⑥ショートステイ

⑦施設入所



障がい福祉サービス等と介護保険サービス２

１ 自立支援給付

２）訓練等給付

①自立訓練

②就労支援

③グループホーム

４）補装具

２ 地域生活支援事業（市町村単独事業）

①移動支援（ガイド）

②意思疎通支援

③日常生活用具の給付 等

１ 介護保険サービス

２）訓練等給付

４）補装具

福祉用具

２ 地域支援事業（市町村単独事業）

③日常生活用具の給付 等


